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いる CSR の発展構造と実際のインドの製薬企業において CSR は、どのように認識され実行に、移さ
れているのか、インドの製薬品企業の CSR 戦略について考察することにしたい。研究対象としては、
日本の製薬品企業の武田薬品工業株式会社(以下タケダと表記)とインドの上場製薬品企業である、サ




る。谷本 (2006) によれば、「CSR とは企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、環境や人権へ
の配慮を組み込み、ステークホルダー3 に対して、アカウンタビリティを果たしていく」ことを定義
している (寛治, 2006)。また、谷口は、CSR とは、経営者の主観的、倫理的に基礎としていたものを
社会的責任や環境の主体化を基礎として企業の社会情勢を展開されたものを指すと特徴づけている。
これに加え、谷口は 1970 年代以前の CSR と 1970 年後の企業の CSR に大きく変化していると比較
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する (照三 谷口, 2007)。例えば、1970 年代前の企業の CSR とは一般に経営者の主観的倫理が基礎






























る。これに加え、Bajpai はインドの CSR の実践には、倫理的な側面と哲学的側面の両方があるが、
特にインドに存在している企業の社会的責任の間には大きなギャップが存在していると供述している




森林保全法 (1980)、大気保全・汚染防止法 (1981)、環境保護法 (1986)などが挙げられる (インドに
おける企業の環境社会的責任(CSR)の現状, 2011)。上記のことを踏まえてインドはイギリスの植民地















はなく、現代的な CSR 型に転換するようになった。さらに、これらの CSR 活動を向上する目的でイ
ンド政府は、2009 年 12 月にインド企業行動省が CSR に関する自主的なガイドライン Corporate 
Social Responsibility Voluntary Guidelines 2009 を発行した (Jayati & Sarkar , 2015)。本ガイドラ
インはインド政府が発行した唯一の CSR ガイドラインでもある。これらのガイドラインによると企
業の CSR 要素として６項目を取り上げ、CSR の規制を定めるようになった。以下 2009 年に策定さ







さらに、CSR の発展戦略としてインド政府は 2013 年度にインド新会社法を設立し、組織の設立か
らコミュニティーの開発へというスローガンを揚げ、同会社法の第 135 項では、純資産 50 億ルピー 
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(約 8300 万ドル) 以上、また、売上高 100 億ルピー (1 億 6000 万ドル) 以上、純利益 5000 万ルピ
ー(約 83 万ドル) いずれかの基準を満たすすべての企業 (上場企業も非上場企業も) に CSR 支出
を義務づけていた。同法は過去 3 会計年度の平均純利益の最低 2%を CSR 活動に支出するよう企業に
奨励している (アパルナ・ベンカタチャラム, 2017)。これらの条項が対象とするのは現在のインドで
営業する上場企業 8 千社と多国籍企業で、その年間販売挙げ総額は推定 20 億ドルと言われている。
これらの条項では、企業の 3 人以上の取締役から構成された CSR 委員会の設置、CSR 活動の基本方
針の策定、モニタリング7、そして CSR 活動への出資額と年次報告での CSR 活動の報告を企業に義







330 社にすぎず、大手 10 社が市場の 5 分の 1 以上を占めている (宮城 康史, 2017)。これらの、製





いての生産量で 3 番目の市場と生産額で 14 位に位置する (Nidhi, Foreign Direct Investment in 
Indian Pharmaceutical Industry: An Assessment , 2014b )。これらの産業の成長の基盤としては、
インドにおける対内直接投資(Foreign Direct Investment; FDI) 製薬品関連分野には、自動認可ルー
トによる最高 100%までの FDI グリーンフィールド投資とブラウンフイールド投資（既に存在する事
業）の 100%の割合で認可を認められるようになっていることが大きな注目点である (IBEF , 2017)。
これに伴い、インド医薬品産業が世界から注目されている背景は以下の理由が挙げられる。それは、
① 国際的な化学合成技術と品質管理技術があること8（アメリカ認定の FDA 医薬品製造工場の数は
多い）。② 低コスト、労働コストが先進国と比較すると 6 分の 1 である。③豊富な人材や技術的水
準が高い点。④他国にいない価値があること（例、インド製薬品企業は研究から製造までを一貫して
請け負う（CRAMS9） 研究製造業務委託サービス）を強化している (Researchs and Markets , 2017)
点である。 
現在、インドは製薬品の製造国として注目されており、1996 年から 2006 年までの年間売上高の伸
び率は年平均 9%で、これに続き 2015 年は年平均 9.5%の成長率を示している (Sawant , 2014)。こ







表 1. インドの製薬品企業・医薬品・医療サービス企業ランキング 2017 年度） 
順位 会社名 事業内容 外資系株主
比率 
時価総額 











24% 1.23 兆 189 億 




36% 5210.38 億 76 億 
3 Dr. Reddy’s 
Laboratories  






38% 4207.7 億 50 億 




49% 4310.38 億 48 億 







32% 3503.88 億 47 億 





7% 5464.79 億 31 億 





20% 1714.72 億 28 億 
8 Glaxosmithkline 





83% 830.42 億 26 億 







37% 1819.55 億 23 億 






13% 1714.72 億 22 億 
出所：(Top Trending Pharma in India, 2016) と各ホームページより筆者作成 
 
表 1 はインドの製薬品業界における各社の 2016 年までの売り上げ高と時価総額をしめしている。
インドの製薬品企業の売り上げ高を見ると、2016 年までに Sun Pharma を第一である。2015 年 3
月に Sun Pharma がランバクシ―・ラボラトリーズ吸収合併を行い現在も現在、時価総額と、売上












た。2013 年までに、経営者の理念に従い社会との責任として charity 活動、NGO sponsorship、
family trust 等を設立し社会貢献活動を行っていた。 
現在、インドでは、2013 年に定めた、新会社法を従いほとんどの上場企業である、製薬品企業では
CSR 戦略を義務化になっているが、大手製薬企業は、正式な CSR 方針や認証された管理システムも
持ってない現状があるが本研究で取り上げる Sun Pharma は 2014 年に「Sun Pharma Corporate 
Social Responsibility Policy 2014」を発行し実行に移している。 
 
1.1 Sun pharma (サン・ファ―マ) の概要 
サン・ファ―マは、1983 年に設立されたインド最大の製薬品企業である。そして、ジエネリック製
薬品の製造では世界のトップ 10 に入っている企業でもある。また、2016 年の売上高は 288 億であり、
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現在ではムンバイに本社を置いて現在、グローバル製薬会社として知られている。 
サン・ファ―マは創業者である デイリプ・サンービ（Dilip Shangghvi）は 1000 万円からサン・
ファ―マを設立され、1997 年にアメリカ、イズラエル等の製薬品会社を買収 2014 年に、第一三共の
子会社で同業のランバクシー・ラボラトリーズを完全吸収合併行われている。これにより、サン・フ



















出所： (Sun Pharma CSR Policy , 2017) より筆者作成 
 
1.2 サン・ファーマの CSR 方針 
2014 年に発行された Sun Pharma CSR Policy を下に、CSR 方針(以下 4 点)は以下の目的で策定さ
れている。 









現地 CSR 部 Local Unit  
社会組織 その他の社会のパトナ 















シェアが低いことなど挙げられる (医薬産業政策研究所, 2017)。 
さらに、CSR を通じて社会的価値創造することを日本の製薬企業の根拠にあることから、日本の製
薬企業の企業規模も大きく利益が多いことを考えられる。また、国際的な NPO (Non-Profit 
Organization) と積極的に連携し、長期と継続的支援活動を実施していくことが日本の製薬品企業の





 インド 日本 







発等(Low Risk Low Return)  
新薬開発を中心に先進型
(High Risk High Return)  
出所：各ホームページ基に筆者作成 
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表 3. Sun Pharma (サン・ファーマ) と 武田薬品工業 の比較 2016 年時点 
社名 サン・ファーマ 武田薬品工業株式会社 




会社の (ミッション)  The Company intends to undertake 
its Corporate Social Responsibility 
(CSR) in a strategic manner, where it 
leverages its financial and human 
resources, networks and enterprises 





従業員数 52,700 人 (2016 年度） 6,780 人（個別）31,815 人（連
結） 
資産 20.4 億 38,240 億円 
関係会社 24 社、ランバクシ―ラボラトリーズ、
Sun Pharma 米国等 
連結グループ当社と連結子会
社 135 社、持分法的関連会 15
社と合わせた 151 社により構
成されております 
売上収益 40 億円 18,073 億円 
売り上げ純利益 6 億円 2015 年度 834 億円 
営業利益 10.2 億円 2015 年度 1,205 億円 6.7% 
研究開発投資比率 230.25 億円 345,90 億円(19.1%) 
CSR 担当部署 コーポレート・ガバナンス部門７名11
（CSR チーム 3 名）2013 に設立、 
慈善型を中心に社会貢献 
コーポレート・コミュ二ケーッ
ション部門(CSR チーム 5 名) 
出所： (Sun Pharma Annual Report , 2016) 筆者作成 
 
以上の状況を踏まえて、日本の製薬企業として武田製薬品企業とインドのサン・ファーマ 
の CSR 活動を検討してみる。 






















手企業武田製薬品工業の特徴及び CSR 活動を検討した。日印製薬企業ともに CSR を本業として達成
すべき社会的責任であると認識し、製薬企業としての自然な社会的責任に関する認識は創業時点から
認識されていることが明らかになった。一方インドの場合は 2013 年後の新会社法導入後に企業の社
会的責任 CSR が実行されはじめていることから、積極的には CSR 組織が制度化になっていないこと
がわかった。さらに、日本の場合は製薬企業においては戦略的な CSR が展開され、社会的市場形成





                                                          
注 
1 インドにおける製薬品の定義は、医薬品等に関する規制法である「薬事法」によって、以下の要に定められてい
る。インドでの医薬ビジネスに関する法規制の根幹を為すものが「The Drugs and Cosmetics Act and Rules 」で
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日本の薬事法に相当する。これは「the Drugs and Cosmetics Act 1940」及び「The Drugs and Cosmetics Rules, 
1945」から成り立ち、他の法令やガイドラインの中ではしばしば「DCA」、「DCR」という表記がみられる。 
2 CSR の定義は研究者によって様々であるが、本研究における CSR とは、企業と外部環境とのかかわりの中で、
企業の成長や存続に影響を与える環境主体である「ステークホルダーや社会に対して企業が自発的に果たすべき責
任」とする。 
3 本研究においてのステークホルダーの概念については、Freeman et al., 2007,p.6 の定義にしたがう。彼らは、
ステークホルダーの分類は産業の種類、組織、適用領域、歴史的経緯などから数種の基準が提案されている。また、




5 Bajpai, G.N., Corporate Social Responsibility in India and Europe: Cross Cultural Perspective, 2001 




8 Food and Drugs Administration FDA 米国の認可を得ている。現在、175 ヵ所以上の医薬品製造工場が立地す
る。この数では、インドは世界全体の 25-30%に達している。 
9 Contract Research and Manufacturing Services 
10 インド政府の 1970 年の特許法は（物質特許を認めない）の下で、医薬産業が基幹産業として開いたことにより、
「先進国に多岐する途上国のモデル法」として地位を築き上げることになった。これらの特殊法は、欧州諸国の旧
特許法をベースに、導入されたものである。 
11 新会社法改正 2013 年を下に、取締役会 1 名、CSR 委員会（3 名）、企業団体、CSR タスクフォ―ス、ローカ
ルユニット (Local Unit) CSR チーム、社会組織。 
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